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環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱

財団法人 日本環境協会

平成２３年１月２０日 制定

第１ 交付の目的

本要綱に基づく利子の補給は、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付事業実施要領（平成

２２年１２月２日環政経発第 101202004 号）第２に定める金融機関（以下「融資機関」とい

う。）が行う環境に配慮した事業者に対する融資制度のうち、地球温暖化対策の加速化に係る

設備投資のために融資を受ける事業者の借入に係る利子の支払いに必要な経費について、財

団法人日本環境協会（以下「協会」という。）が予算の範囲内で必要な助成措置を講ずること

により、地球温暖化対策の加速化に係る設備投資を推進し、二酸化炭素の排出削減を推進す

ることを目的とする。

第２ 交付の対象

利子補給金の交付対象は、次に掲げる事業者（大企業を除く。以下同じ。）が地球温暖化対

策の設備投資を行う場合に必要な資金の借入であって、温暖化対策に係る環境配慮型融資を

行う融資機関による資金の貸付に係る利子の支払いに必要な資金のうち、協会が環境配慮型

設備投資促進利子補給基金（以下「基金」と言う。）の造成額の範囲内で補給を行うことが適

当であると認めるものとする。

別紙に定める温暖化対策加速化環境配慮型融資における一定の基準又はこれと同等以上の

ものと認められるものによる評価により一定の要件を満たし、かつ、以下の誓約を協会に行

う事業者。

誓約：３年以内の間に二酸化炭素排出原単位６％改善又は二酸化炭素排出量６％削減

なお、「大企業」とは、以下の資本金基準及び従業員基準を満たす企業とする。

資本金又は出資金基準 従業員基準（常用雇用者）

大企業 10 億円以上 卸売業 101 人以上

小売業 51 人以上

サービス業 101 人以上

製造業その他 301 人以上

第３ 定義

この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）温暖化対策加速化環境配慮型融資

融資機関が行う複数の項目により温暖化対策に係る事業者の環境配慮の取組を審査・評

価し、その評価結果によって金利を段階的に変更する融資制度であり、補給金の交付対象

として協会が認めたものをいう。
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（２）二酸化炭素排出原単位

融資先事業者の排出する二酸化炭素総排出量を生産数量又はその代替値（売上高等）で

割った数値をいう。

第４ 利子補給金の交付申請及び受領の手続き等

利子補給金の交付を受けようとする者（以下「交付希望事業者」という。）は、第２に規定

する貸付を行う融資機関に代理申請及び代理受領その他利子補給金の交付に関する一切の手

続きを委任するものとする。

第５ 対象貸付の条件

利子補給の対象となる貸付の条件は、次に掲げるとおりとする。

（１）貸付の形式

証書貸付

（２）利払方法

原則として６か月ごとの後払い。

（３）元本償還方法

原則として本制度施行前における融資に係る元本償還方法と同じ条件であること。

（４）利率の条件

利子補給期間中は固定利率とする。また、原則として本制度施行前における融資に係る

利率と同じ条件であること。

（５）貸付の開始

貸付期間は平成２３年１２月３１日までに開始すること。

（６）その他

会計検査院等の求めがある場合は、交付対象事業者の審査等の執行に関する資料を提出

すること。

第６ 利子補給率

利子補給率は、融資機関から温暖化対策に係る環境配慮型融資を受けた当該借入金残高の

年利２％以内の利子助成率（金銭消費貸借契約に定める貸付利率を限度とする。）とし、基金

の造成額の範囲内において定めるものとする。

なお、第１２の規定により、決定内容の変更が行われる場合はこの限りでない。

第７ 利子補給の期間

利子補給の期間は借入日から開始して３年以内の期間（貸付の償還期間を上限）とする。

第８ 利子補給金の交付時期

（１）利子補給金額の算出は、原則として３月１１日から９月１０日までの期間及び９月１

１日から翌年３月１０日（以下「単位期間」という。）までのそれぞれの期間ごとに行い、

利子補給金の交付は単位期間ごとに行う。
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（２）７月１１日から９月１０日までの期間又は１月１１日から３月１０日までの期間に交

付された貸付資金に係る第１回目の単位期間は、当該資金交付の日から３月１０日までの

期間又は９月１０日までの期間とすることができる。

第９ 補給金の交付の申請

交付希望事業者は、補給金の交付を申請するときは、環境配慮型設備投資促進利子補給金交

付申請書（様式１）を協会に提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由により申

請が遅延する場合には、あらかじめ、協会の承認を得なければならない。

第１０ 利子補給金の交付申請等の委任

交付希望事業者は、融資機関から資金の借入を行うに際し、環境配慮型設備投資促進利子補

給金交付手続き等に関する委任状（様式２）を併せて提出するものとする。

第１１ 交付の決定及び通知

（１）協会は、第１０の委任状に基づき融資機関から利子補給金交付申請書の提出があった

ときは、申請書について審査し、利子補給金の交付を決定する。その旨を環境配慮型設備投

資促進利子補給金交付決定通知書（様式３①）により融資機関に通知するとともに、その内

容を交付希望事業者に環境配慮型設備投資促進利子補給金交付決定通知書（様式３②）によ

り通知するものとする。

（２）協会は、（１）の交付決定の通知に際して、必要に応じて利子補給金の交付の申請に係

る事項につき修正を加え、又は条件を付すことができる。

（３）協会は、申請に対し不交付の決定をしたときには、環境配慮型設備投資促進利子補給金

不交付決定通知書（様式４①）により融資機関通知するとともに、その内容を交付希望事

業者に環境配慮型設備投資促進利子補給金不交付決定通知書（様式４②）により通知するも

のとする。

第１２ 決定内容の変更

協会は、金融情勢の変化その他の理由により、第１１の規定にかかわらず、利子補給率、

利子補給期間等前項による決定内容を変更することができるものとする。

第１３ 貸付条件等の変更

（１）融資機関は、貸付条件等の変更を行う場合は、環境配慮型設備投資促進利子補給金貸付

条件等変更承認申請書（様式５）を協会に提出するものとする。

（２）協会は、（１）の申請書の提出を受けたときは、不適正な内容がないか速やかに審査し、

変更を承認するときは、その旨を環境配慮型設備投資促進利子補給金貸付条件等変更承認書

（様式６①）により融資機関に交付するとともに、その内容を環境配慮型設備投資促進利子

補給金貸付条件等変更承認書（様式６②）により交付対象事業者に通知するものとする。
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第１４ 利子補給金利息充当通知書の交付

融資機関は、利子補給金の交付を受け、利息に充当を行ったときは、交付対象事業者に対

し環境配慮型設備投資促進利子補給金利息充当通知書（様式７）を交付するものとする。

第１５ 報告

（１）融資機関は、交付対象事業の遂行等について、協会の要求があったとき及び誓約期限

中は毎年交付決定通知書で定めた報告期限までに、遅滞なく、環境配慮型設備投資促進利子

補給金事業状況報告書（様式８）を協会に提出しなければならない。

（２）融資機関は、交付対象事業者が融資機関に対して誓約する事項について、協会の要求

があったとき、交付対象事業者が誓約内容を達成したとき、又は誓約期間が終了したとき

は、遅滞なく、環境配慮型設備投資促進利子補給金事業効果報告書（様式９）を協会に提出

しなければならない。

（３）協会は、交付対象事業者からの委任を受けて融資機関から前項に定める誓約を達成し

た旨の効果報告書を受理したときは、その内容の審査及び必要に応じ交付対象事業者に対

して現地調査等を行い、誓約内容の達成を認めたときは、環境配慮型設備投資促進利子補給

金事業効果報告書の承認通知書（様式１０）を融資機関に送付するものとする。

第１６ 融資機関からの実績報告

融資機関は、単位期間満了の日までに利子補給の対象となる貸付に係る事業の実施状況及

び利子の受入状況に関する環境配慮型設備投資促進利子補給金実績報告書（様式１１）を協会

に提出しなければならない。

第１７ 融資機関に対する補給金の額の確定

協会は、融資機関から第１６の実績報告書を受理し、その内容の審査及び必要に応じ現地

調査等を行い、補給金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、

交付すべき補給金の額を確定し、環境配慮型設備投資促進利子補給金額確定通知書（様式１２）

を融資機関に送付するものとする。

第１８ 補給金の交付

（１）融資機関は、交付対象事業者からの委任を受けて補給金の交付を受けようとするとき

は、第１７の規定による補給金の額の確定通知を受けた後において、環境配慮型設備投資

促進利子補給金交付請求書（様式１３）を協会に提出しなければならない。

（２）協会は、（１）の規定により融資機関から提出された請求書を審査し、補給金の額の確

定の内容に適合すると認めたときは、融資機関に対し、補給金を交付するものとする。

第１９ 交付決定の取消し等

（１）協会は、次の①から⑤の一に該当すると認められる場合には、第１１（１）の規定に

よる補給金の交付の決定の全部、若しくは一部を取り消し、又は交付の決定の内容若しく
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はこれに付した条件を変更することができるものとし、環境配慮型設備投資促進利子補給金

交付取消通知書（様式１４①）を融資機関に交付するとともに、その内容を交付対象事業

者に、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付取消通知書（様式１４②）により通知するも

のとする。

①交付対象事業者が法令、本要綱又は法令若しくは本要綱に基づく協会の処分若しくは指

示に違反した場合。

②交付対象事業者が、補給金を交付対象事業以外の用途に使用した場合。

③交付対象事業者が、交付対象事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合。

④交付対象事業者が協会に対して誓約した内容を達成できなかった場合（ただし、やむを

得ない特段の事情があると協会が認めた場合を除く。）。

⑤前各号に掲げる場合のほか、交付の決定後に生じた事情の変更により、交付対象事業の

全部又は一部を継続する必要がなくなった場合。

（２）協会は、（１）の規定による取消しをした場合において、当該取消しに係る部分に関し、

既に補給金が交付されているときは、交付対象事業者に対して期限を付して当該補給金の

全部又は一部の返還請求を環境配慮型設備投資促進利子補給金返還請求書（様式１５）によ

り行う。交付対象事業者に返還請求を行う場合は、環境配慮型設備投資促進利子補給金返還

請求通知書（様式１６）を融資機関に通知する。

なお、（１）④に規定する場合については、誓約目標未達成の不足割合に応じて返還を請

求することとする。

（３）協会は、（２）の返還を命ずる場合は、（１）④及び⑤に規定する場合を除き、その命

令に係る補給金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、当該補給金（その一部を納

付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）につき、年利１０．

９５パーセントの割合で計算した加算金の納付を併せて求めるものとする。なお、加算金

の全部又は一部が納付されていない場合においては、環境配慮型設備投資促進利子補給金延

滞金請求書（様式１７）により請求を行う。交付対象事業者に延滞金請求を行う場合は、

環境配慮型設備投資促進利子補給金延滞金請求通知書（様式１８）を融資機関に通知する。

（４）（２）及び（３）の補給金の返還及び加算金の納付の期限は、当該命令のなされた日か

ら２０日以内とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、交付対象事業

者はその未納に係る期間に応じて年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を協

会に納付しなければならない。

（５）協会は（４）の納付があった場合、基金に係る勘定に計上するものとする。

第２０ 財産管理・帳簿の記載

（１）交付対象事業者は、利子補給金に係る経理については、帳簿及びすべての証拠書類を

備え、他の経理と明確に区別して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなけれ

ばならない。

（２）交付対象事業者は、（１）の帳簿及び証拠書類を利子補給期間終了日から５年間保管し

なければならない。
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第２１ 調査等

（１）協会は、必要があると認めた場合は、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付業務の実

施に際し、交付対象事業者に対し必要な報告を求め、また、帳簿・書類等の調査を行うも

のとする。

（２）協会は、必要があると認めた場合は、利子補給金の対象となった資金について、融資

機関の同意を得たうえ、その有する書類等の閲覧、貸付の経緯の聴取等を行うものとする。

第２２ 協議

この要綱に定めのない事項及びこの要綱に関して疑義が生じた事項については関係者協議

のうえ決定する。
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(別紙)

利子補給事業の対象となる「温暖化対策加速化環境配慮型融資」とは、「ＣＯ２排出削減」

「環境マネジメント」「コンプライアンス」「環境会計・ボランティア等」「事業活動における

環境配慮（ＣＳＲ）」の５事項により審査及び評価を行い、その評価結果によって金利を段階

的に変更する融資制度とする。５事項に求める具体的な項目は以下の通りとする。

１．ＣＯ２排出削減

①３年間のＣＯ２排出削減目標を掲げているか。

②３年間のＣＯ２排出量削減又は原単位改善の具体的な達成手段を掲げているか。

③これまでＣＯ２排出削減目標を掲げ効果が出ているか。

２．環境マネジメント

④ＣＯ２排出量を含む環境マネジメントの整備・実施（ＩＳＯ14001、エコアクション２１、

環境マネジメシステム（ＫＥＳ）、グリーン経営認証制度の認証取得等）

⑤ＣＯ２排出量を含む環境方針の決定

⑥ＣＯ２排出量を含む環境報告書等の発行

３．コンプライアンス

⑦法令順守方針

⑧法規制違反の事実・可能性

⑨コンプライアンスの推進部署

４．環境会計・ボランティア等

⑩環境会計の導入

⑪環境保全に対するボランティア活動

⑫投資案件に対する環境考慮

５．事業活動における環境配慮（ＣＳＲ）

⑬環境に配慮した製・商品の取扱い

⑭グリーン調達・グリーン購入
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（様式１）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付申請書

上記利子補給金の交付を受けたいので、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第９に

基づき、下記のとおり申請します。

記

１．交付対象事業の目的及び概要

２．利子補給金交付申請額

３．交付対象事業の開始及び終了（予定）年月日

（始期） 平成 年 月 日

（終期） 平成 年 月 日

４．交付対象事業の内容

交 付 希 望 事 業 者 名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

貸 付 残 高 金 円

利 子 補 給 金 額 金 円

算 出 の 基 礎

（注）利子補給金の交付手続き等に関する委任状（交付要綱第 10）の写しを添付して下さい。
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（様式１；別紙－１）

利 子 交 付 予 定 表

交付希望事業者名：（ ）

貸 付 契 約 日 ：平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 ：金 円

利子交付

年 月 日

（A）

貸付残高

期 間 （B）

日 数

(C）

貸付契約利率

（D）

A×B×C/365

貸付利子予定額

(E)

利子補給率

（F）

A×B×E/365

利子補給金見込額

D-F

交付希望事業者

利子支払予定額自 至

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

年 月 日 円 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円 円

合 計 円 円

（注１） 利払期日は 9 月 10 日又は 3 月 10 日とし、7 月 11 日から 9 月 10 日まで、又は 1 月 11 日から 3 月 10 日までの期間になされた貸付に係る第 1 回利子補給金請求予定一覧表の

提出期限は、それぞれ翌単位期間の 2 月 10 日又は 8 月 10 日とすることができる。

（注２）円未満切捨てとする。
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（様式１；別紙－２）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

交付希望事業者名

代 表 者 名 印

誓 約 書

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第２及び事務取扱要領第

３条の規定に基づき、下記のとおり誓約いたします。

記

環境配慮型設備投資促進利子補給金の交付を受けた日から「３年以

内の間に二酸化炭素排出原単位６％改善又は二酸化炭素排出量６％

削減」いたします。

※排出原単位又は排出量のどちらかを削除する



11

（様式２）

融資機関名

代表者名 殿

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付手続き等に関する委任状

当社は、○○（金融機関名）との平成 年 月 日付け金銭消費貸借契約に基づく

下記の借入金について、財団法人日本環境協会が行う環境配慮型設備投資促進利子補給金交付

事業の利子補給の交付を受けたいので、○○（金融機関名）を代理人と定め、利子補給金交

付申請、利子補給金の受領、利子補給金の利息充当等同利子補給金交付に係る一切の権限を

委任します。

記

融 資 機 関 名

借入契約金額 金 円

資 金 使 途

償 還 期 限 平成 年 月 日

貸 付 利 率 年 ％

利 子 補 給 率 年 ％

平成 年 月 日

住 所

会 社 名

代表者名 印
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（様式３①）

第 号

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付決定通知書

下記交付希望事業者からの利子補給金交付申請については、下記の条件で利子補給金の交付を

決定したので通知します。

記

交 付 決 定 日 平成 年 月 日

交 付 希 望 事 業 者 名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

利 子 補 給 率 年 ％

利 子 補 給 金 額 金 円

利 子 補 給 期 間
自：平成 年 月 日

至：平成 年 月 日

事業状況報告書の提出日 誓約期間中は毎年 月末日までに提出

［条件］

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱に定める事項を遵守すること。
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（様式３②）

第 号

平成 年 月 日

交付希望事業者名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付決定通知書

貴社の委任を受けた下記融資機関からの利子補給金交付申請については、下記の条件で利子補

給金の交付を決定したので通知します。

記

交 付 決 定 日 平成 年 月 日

融 資 機 関 名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

利 子 補 給 率 年 ％

利 子 補 給 金 額 金 円

利 子 補 給 期 間
自：平成 年 月 日

至：平成 年 月 日

事業状況報告書の提出日 誓約期間中は毎年 月末日までに提出

［条件］

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱に定める事項を遵守すること。
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（様式４①）

第 号

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金不交付決定通知書

下記交付希望事業者からの利子補給金交付申請については、審査の結果、利子補給金の交付は

行わないことに決定したので通知します。

記

不 交 付 決 定 日 平成 年 月 日

交 付 希 望 事 業 者 名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

［不交付理由］
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（様式４②）

第 号

平成 年 月 日

交付希望事業者名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金不交付決定通知書

貴社の委任を受けた下記融資機関からの利子補給金交付申請については、審査の結果、利子補

給金の交付は行わないことに決定したので通知します。

記

不 交 付 決 定 日 平成 年 月 日

融 資 機 関 名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

［不交付理由］
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（様式５）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金貸付条件等変更承認申請書

平成 年 月 日付け 第 号をもって交付決定の通知のあった上記利子補給金

に係る交付対象事業の変更等について、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第 13 の

規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

交 付 対 象 事 業 者 名

貸 付 契 約 金 額 金 円

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 条 件 等 変 更 日 平成 年 月 日

変 更 事 項 変更前 変更後
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（様式５；別紙－１）

平成 年 月 日提出

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付事業 事業変更書

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第13及び事務取扱要領第18条の規定に基づき、下表のとおり事業計画につ

いて変更がありましたので提出いたします。

記

交 付 対 象 事 業 者 名

本 社 所 在 地

資 本 金 円

業 種

（該当するものに◯をつけてください）

卸売業 ・ 小売業 ・ サービス業 ・ 製造業

その他（ ）

従業員数（常用雇用者） 名

貸 付 契 約 日

貸 付 契 約 金 額

資 金 使 途

工事地点

工事期間 Ｈ / ～Ｈ /

設備等

【CO2排出量の推移計画】

※①～⑤の数値、過ぎた年度の数値は実績を記載します。

21年度

（実績）

22年度

実績･計画

23年度

計画

24年度

計画

25年度

計画

26年度

計画

(27年度

計画)

①CO2排出量（t-CO2）

②原単位算出分母（売上高、生産数量等）【単位】

③CO2排出原単位【①÷②】

④CO2排出量削減率

⑤CO2排出原単位削減率

基準年となるCO2算定期間 平成◯◯年◯月～平成◯◯年◯月

事業状況報告書の提出日 誓約期間中は毎年◯◯月末日までに提出

CO2誓約内容

（3 年以内に 6％以上原単位改善又は排出量削

減）

【例示】

平成25年度までにCO2排出原単位を22年度比で６％以上改善する。

上記を達成するための方策

【例示】

都市ガス使用の小型貫流ボイラーへの転換、嫌気排水処理の導入拡大によるバイオガ

スの利用等の設備的な対応に加え、用水削減プロジェクトや、排水処理設備の運転管

理向上などの省エネ活動でCO2排出削減に取り組む。

資金使途による排出CO2削減効果等

【例示】

従前設備に対して◯％（◯t)CO2削減効果が見込まれる。
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（様式５；別紙－２）

利 子 交 付 実 績 ・ 変 更 予 定 表

交付対象事業者名：（ ）

貸 付 契 約 日 ：平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 ：金 円

貸付条件等変更日：平成 年 月 日

回 数
利子交付

年 月 日

(A)

対象貸付金

残 高

期 間
(B)

日 数

(C)

貸付契約

利 率

(D)

A×B×C/365

貸付利子

実績額･予定額

(E)

利子補給率

（F）

A×B×E×/365

利子補給金

実績額・予定額

D-F

交付対象事業者

利子支払

実績額・予定額自 至

第 回 年 月 日 円 年 月 日 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円

第 回 年 月 日
( )

円

( )

年 月 日

( )

年 月 日

( )

日間

( )

％

( )

円

( )

％

( )

円

( )

円

第 回 年 月 日
( )

円

( )

年 月 日

( )

年 月 日

( )

日間

( )

％

( )

円

( )

％

( )

円

( )

円

第 回 年 月 日
( )

円

( )

年 月 日

( )

年 月 日

( )

日間

( )

％

( )

円

( )

％

( )

円

( )

円

第 回 年 月 日
( )

円

( )

年 月 日

( )

年 月 日

( )

日間

( )

％

( )

円

( )

％

( )

円

( )

円

第 回 年 月 日
( )

円

( )

年 月 日

( )

年 月 日

( )

日間

( )

％

( )

円

( )

％

( )

円

( )

円

合 計
( )

円

( )

円

（注１） 利子交付実績は第1回より記入し、変更が生じた回数欄は前期の単位期間の満了の翌日から変更の生じた日までの期間と、変更の生じた日の翌日から当期の単位期間満了の日までに区分して記入して下さ

い。

（注２） 次期以降については、貸付条件等変更前の貸付条件及び利子交付予定額を上段のカッコ内に記入し、変更後の貸付条件及び利子交付予定額を下段に記入して下さい。

（注３） 円未満切り捨てとする。
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（様式６①）

第 号

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金貸付条件等変更承認書

平成 年 月 日付けで提出された貸付条件等変更承認申請書について審査した結果、変

更後も利子補給金交付対象として適当と認められますので、引き続き利子補給金の交付対象貸付と

して承認いたします。

記

交 付 対 象 事 業 者 名

貸 付 契 約 金 額 金 円

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 条 件 等 変 更 日 平成 年 月 日

変 更 事 項 変 更 後 条 件
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（様式６②）

第 号

平成 年 月 日

交付対象事業者名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金貸付条件等変更承認書

平成 年 月 日付けで○○（融資機関名）から提出された貸付条件等変更承認申請書に

ついて審査した結果、変更後も利子補給金交付対象として適当と認められますので、引き続き利子

補給金の交付対象貸付として承認いたします。

記

貸 付 契 約 金 額 金 円

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 条 件 等 変 更 日 平成 年 月 日

変 更 事 項 変 更 後 条 件
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（様式７）

平成 年 月 日

交付対象事業者名

代表者名 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金利息充当通知書

財団法人日本環境協会からの貴社に対する利子補給金を受領し、下記のとおり約定利息

に充当したので通知します。

記

利 子 補 給 金 受 領 日 平成 年 月 日

利 子 補 給 金 受 領 額 金 円

払 込 期 日 平成 年 月 日

利 子 補 給 金 利 息 充 当 額 金 円



22

（様式８）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金事業状況報告書

平成 年 月 日付け 第 号をもって交付決定の通知のあった上記利子補給金

に係る交付対象事業の遂行状況について、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第 15(1)

の規定に基づき、別添のとおり報告します。

記

交 付 対 象 事 業 者 名

貸 付 契 約 金 額 金 円

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

交付対象事業の進捗状況

誓 約 の 達 成 状 況

（ C O 2 削 減 効 果 状 況 ）

※利子補給金事業の事業状況は別紙－１、利子交付実績は別紙－２のとおりです。
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（様式８：別紙‐1）

平成 年 月 日提出

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付事業 事業状況報告書

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第15(1)及び事務取扱要領第21条4項の規定に基づき、下表のとおり提出

をいたします。

記

交 付 対 象 事 業 者 名

本 社 所 在 地

資 本 金 円

業 種

（該当するものに◯をつけてください）

卸売業 ・ 小売業 ・ サービス業 ・ 製造業

その他（ ）

従業員数（常用雇用者） 名

貸 付 契 約 日

貸 付 契 約 金 額

資 金 使 途

工事地点

工事期間 Ｈ / ～Ｈ /

設備等

【CO2排出量の推移計画】

※①～⑤の数値、過ぎた年度の数値は実績を記載します。

21年度

（実績）

22年度

実績･計画

23年度

計画

24年度

計画

25年度

計画

26年度

計画

(27年度

計画)

①CO2排出量（t-CO2）

②原単位算出分母（売上高、生産数量等）【単位】

③CO2排出原単位【①÷②】

④CO2排出量削減率

⑤CO2排出原単位削減率

基準年となるCO2算定期間 平成◯◯年◯月～平成◯◯年◯月

事業状況報告書の提出日 誓約期間中は毎年◯◯月末日までに提出

CO2誓約内容

（3 年以内に 6％以上原単位改善又は排出量削

減）

【例示】

平成25年度までにCO2排出原単位を22年度比で６％以上改善する。

上記を達成するための方策

【例示】

都市ガス使用の小型貫流ボイラーへの転換、嫌気排水処理の導入拡大によるバイオガ

スの利用等の設備的な対応に加え、用水削減プロジェクトや、排水処理設備の運転管

理向上などの省エネ活動でCO2排出削減に取り組む。

資金使途による排出CO2削減効果等

【例示】

従前設備に対して○％（○t)CO2削減効果が見込まれる。
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（様式８；別紙－２）

利 子 交 付 実 績 ・ 報 告 表

交付対象事業者名：（ ）

貸 付 契 約 日 ：平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 ：金 円

回 数
利子交付

年 月 日

(A)

対象貸付金

残 高

期 間
(B)

日 数

(C)

貸付契約

利 率

(D)

A× B× E / 3 6 5

貸付利子

実績額・予定額

(E)

利子補給率

A× B× E / 3 6 5

利 子 補 給 金

実績額・予定額

D-F

利子支払

実績額・予定額自 至

第 回 年 月 日 円 年 月 日 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円

第 回
年 月 日

円 年 月 日 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円

第 回
年 月 日

円 年 月 日 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円

第 回
年 月 日

円 年 月 日 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円

第 回
年 月 日

円 年 月 日 年 月 日 日間 ％ 円 ％ 円 円

第 回
年 月 日

円 年 月 日 年 月 日 日間
％

円
％

円 円

合 計 円 円 円

内実績額 円 円 円

内予定額 円 円 円

（注１） 円未満切捨てとする。
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（様式９）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金事業効果報告書

平成 年度より上記利子補給金を交付されている下記事業者について、環境配慮型設備投資促進

利子補給金交付要綱第 2 で求める二酸化炭素排出原単位の改善又は排出量の削減に係る達成状況

について、同要綱第 15(2)の規定に基づき、下記のとおり報告します。

記

１．交付対象事業者名

２．誓約の達成状況 ※いずれか誓約している方を記載。

①二酸化炭素排出原単位改善率： ％

基準年における二酸化炭素排出原単位（平成 年度実績値）：

達成年における二酸化炭素排出原単位（平成 年度実績値）：

②二酸化炭素排出量削減率： ％

基準年における二酸化炭素排出量（平成 年度実績値）：

達成年における二酸化炭素排出量（平成 年度実績値）：

３．上記２の根拠

（注）上記２の排出原単位又は排出量等の根拠となる書類（交付対象事業者の代表者名の記載

及び押印のあるもの）を別添すること。
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（様式１０）

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金事業効果報告書の承認通知書

平成 年 月 日付け 第 号をもって提出のあった下記の事業者に係る環境配慮型

設備投資促進利子補給金事業効果報告書の審査を行った結果、環境配慮型設備投資促進利子補給金

交付要綱第 2 で求める二酸化炭素排出原単位の改善又は排出量の削減に関する誓約を達成したも

のと認める。

記
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（様式１１）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金実績報告書

平成 年 月 日付け 第 号をもって交付決定の通知のあった上記利子補給金に係

る実績について、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第 16 の規定に基づき、下記のとお

り報告します。

記

１．交付対象事業の内容及び効果

（１）内容

（２）効果

２．交付対象事業の内容

交付対象事業者名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

貸 付 残 高 金 円

利 子 補 給 金 額 金 円

算 出 の 基 礎
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（様式１２）

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金額確定通知書

平成 年 月 日付け 第 号をもって提出のあった環境配慮型設備投資促進利子補

給金実績報告書について、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第 17 の規定に基づき、そ

の内容を審査した結果、下記のとおり利子補給の額を確定したので通知する。

記

確定額 金 円
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（様式１３）

平成 年 月 日

財団法人 日本環境協会

理事長 殿

住 所

融資機関名

代表者名 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付請求書

平成 年 月 日付け 第 号をもって補給金の額の確定通知のあった上記利子補給

金について、環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第 18 の規定に基づき、下記のとおり請

求します。

記

１．補給金請求額 金 円

２．振込先

銀 行 名

支 店 名

預 金 の 種 別

口 座 番 号

口 座 名 義
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（様式１４①）

第 号

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付取消通知書

下記利子補給金交付対象貸付は、利子補給金交付対象事業としては不適当と認められますので利

子補給金の交付の決定を取消しいたします。ここに環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第

19(1)の規定に基づき通知いたします。

記

交 付 対 象 事 業 者 名

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

資 金 使 途

利 子 補 給 金

交 付 取 消 理 由
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（様式１４②）

第 号

平成 年 月 日

交付対象事業者名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金交付取消通知書

下記利子補給金交付対象貸付は、利子補給金交付対象事業としては不適当と認められますので利

子補給金の交付の決定を取消しいたします。ここに環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第

19(1)の規定に基づき通知いたします。

記

貸 付 契 約 日 平成 年 月 日

貸 付 契 約 金 額 金 円

資 金 使 途

利 子 補 給 金

交 付 取 消 理 由
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（様式１５）

第 号

平成 年 月 日

交付対象事業者名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金返還請求書

平成 年 月 日付け環境配慮型設備投資促進利子補給金交付取消通知書に基づき、下

記利子補給金について返還請求をいたします。ここに環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要

綱第 19(2)の規定に基づき通知いたします。

記

利 子 補 給 金 額 金 円

当 該 金 交 付 日 平成 年 月 日

返 還 請 求 期 限 平成 年 月 日

加 算 金 額 金 円

加 算 金

試 算 期 間

自：平成 年 月 日

至：平成 年 月 日（ 日間）

返 還 請 求 金 額 金 円

振 込 先 銀 行 名

支 店 名 ・ 預 金 の 種 別

口 座 番 号 ・ 口 座 名 義
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（様式１６）

第 号

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金返還請求通知書

平成 年 月 日付け環境配慮型設備投資促進利子補給金交付取消通知書に基づき、○

○（交付対象事業者名）に対して、別紙のとおり、利子補給金について返還請求をいたしましたの

で、ここに環境配慮型設備投資促進利子補給金交付要綱第 19(2)の規定に基づき通知いたします。
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（様式１７）

第 号

平成 年 月 日

交付対象事業者名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金延滞金請求書

平成 年 月 日付け環境配慮型設備投資促進利子補給金返還請求書に基づく返還請求

金額が、返還請求期限までに返還されておりません。つきましては、環境配慮型設備投資促進利子

補給金交付要綱第 19(3)の規定に基づき下記延滞金を併せて請求いたします。

記

返 還 請 求 金 額 金 円

返 還 請 求 期 限 平成 年 月 日

延 滞 金 料 率 年 １０．９５％

延 滞 金

試 算 期 間

自：平成 年 月 日

至：請求金返還日

振 込 先 銀 行 名

支 店 名 ・ 預 金 の 種 別

口 座 番 号 ・ 口 座 名 義
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（様式１８）

第 号

平成 年 月 日

融資機関名

代表者名 殿

財団法人 日本環境協会

理事長 印

環境配慮型設備投資促進利子補給金延滞金請求通知書

平成 年 月 日付けで○○（交付対象事業者名）に対して、別紙のとおり、環境配慮型

設備投資促進利子補給金延滞金請求書を提出いたしましたので、ここに環境配慮型設備投資促進利

子補給金交付要綱第 19(3)の規定に基づき通知いたします。


